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本研究の目的は，2011 年のチャオプラヤ川洪水において被災した産業集積地に焦点を当て，長期的な視点から工業団地

地域社会的脆弱性の変化やリスクを明らかにし，問題点を抽出，解決案を提案することによって，将来の持続可能な産業

集積地地域社会の構築のために資することにある。研究方法は，マクロ的な視点からミクロ的な視点までを考慮に入れて，

統計データ解析，質問紙，及びインタビュー調査を採用した。研究結果として，地域の社会的脆弱性の特定及びその変化

について，県レベルから工業団地周辺のコミュニティレベルまで，分析し，そのギャップ及び課題を明らかにし，今後の

災害対策への参考となる処方箋を提示した。 
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SOCIAL VULNERABILITY CHANGES AND BUILDING SUSTAINABLE LOCAL COMMUNITIES IN 
INDUSTRIAL COMPLEX AREA  
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Focusing on the industrial complex area damaged by the 2011 Chao Phraya River floods, this study's goal is to determine long-term 

changes in social vulnerability of industrial park communities, identify challenges, and provide remedies for building sustainable 

industrial complex area. Statistical data, questionnaires, and interview surveys were applied from both macro and micro viewpoints. 

From prefecture to community level, the research revealed gaps and obstacles, and a prescription for future disaster preparedness was 

provided as a reference. 

 

1．はじめに 

2011 年におきたチャオプラヤ洪水では，タイのみでは

なく，日本及び世界的に多くの影響を与えた。経済面で

は，ミュンヘン再保険会社（MunichRe）が，この災害を

1980 年から 2015 年までの自然災害では，史上７番目の

規模であるとしただけでなく，サプライチェーンの脆弱

性を浮き彫りするなど，社会的に大きな関心を集めた文 1）。

地域社会の背景をみると，アユタヤ県は，16 のアンプー

と呼ばれるディストリクトレベルからなっており，県の

東部は，主に工業団地，西部は，主に農業地域で構成さ

れている。また，経済的には，東部の工業団地だけでは

なく，農業，観光産業も盛んなこともあり，県内総生産

は，2016 年のデータでは，タイ国内で７位であり，豊か

な県であるといってよい。また，洪水時，浸水したアユ

タヤ・パトゥムタニ県の７工業団地は，その 804 社ある

うちの 451 社が日系関係企業であったことも特筆すべき

事実である。長期的な視点からみれば，タイ国において

工業団地の中心地が国の政策 EEC（東部経済回廊）とも

相まってタイ東部沿岸地域に移っていることや産業形態

の変化など，アユタヤ県の工業団地地域において，労働

人口の流出をはじめとする大きな社会構造の変化が報告

されている。しかしながら，現在，同災害の甚大さにも

関わらず，前述のように，2011 年の洪水後の地域社会構

造の変化，地域住民のリスク意識や社会生活の変化，企

業や労働人口の流出等，断片的な情報が報告されている

のみで，その詳細は明らかにされていない状況にある。

さらに言えば，工業団地地域社会の社会的脆弱性の変化

に関する長期的な視野に立った研究は，今後，災害リス

クのある工業団地地域における持続可能性を考えるうえ

で，非常に重要な課題であるはずだが，タイ・日本の研

究者，さらには，その他海外の研究者によってもなされ

ているとは言えない。2011 年の洪水の後，主要な工業団

地周りに５〜６m の壁が作られたが，これは，工業団地

周辺のコミュニティのリスクが高まったことを意味する。 

企業が工業団地から撤退しないのは，タイ人労働者の存

在が大きいことを忘れてはならない。彼らは企業のため
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に働くと同時に，地域社会の住民でもある。工業団地周

辺のコミュニティを洪水から守る力を強化することは，

地域の持続可能性を高める上で非常に重要である。以上

の問題意識をもとに，本研究の目的は，2011 年のチャオ

プラヤ川洪水において被災した工業団地地域に焦点を当

て，災害後 10 年経ちながら未だに明らかにされていない，

洪水前後における工業団地地域社会的脆弱性の変化やリ

スクを明らかにし，問題点を抽出，解決案を提案するこ

とによって，将来の持続可能な産業集積地地域社会の構

築のために資することにある。具体的には，以上の目的

を達成するために，１．アユタヤ県，地区（アンプー）

レベルにおける災害前後の社会的脆弱性（社会構造）の

変化の分析及び評価（主に統計データによる）２．準地

区（タンボン）レベルにおける災害対応能力の評価（コ

ミュニティーリーダー，災害担当者に対する質問紙・イ

ンタビュー調査による）３．工業団地周辺地域における

社会的脆弱性及びリスク情報の可視化，避難所となる公

共施設等重要施設の特定，及び 2011 年の洪水経験の収集

を中心に，量的質的調査を実施した。 

 

2．研究方法 

2.1 社会科学の視点から見た持続可能な開発への貢献 

災害は，複雑で多面的な自然的・社会的現象の歴史

的・文化的な起源と進化を表出する。したがって，調査

には，出来事，歴史的/文化的プロセス，社会的，経済的，

政治的コンテクストが含まれる。本研究では，地域の持

続可能性を高めるために，研究の範囲である対象となる

地域の現状を，マクロ的な長期的な視点からミクロ的な

短期的視点までを考慮に入れて，接近した。具体的には，

空間的には，県レベル，地区レベル，準地区レベル，村

レベルを考慮し，時間軸からは，社会的，文化的，経済

的な地域の変化から，災害時の対応を視野に入れた。以

上をもとに，本研究では，社会的脆弱性の変化を体系的

及び詳細に調べた。具体的には，マクロレベルでは，ア

ユタヤ県関係者へのインタビューや統計データの調査を

行い，地区レベルにおける社会的脆弱性の指標を設定し

て，工業団地地域の持続可能な将来を検討した。特に，

2011 年の災害前後における対象地域の脆弱性の変化に

焦点を当てた。メソ，ミクロレベルでは，準地区レベル

以下の行政単位に対して，フィールド調査を中心に行っ

た。特に地域の持続可能性の強化を目的とし，災害対応

能力の評価調査，社会的脆弱性及びリスク情報の収集と

可視化，さらには，災害経験の収集に注力した。 

 

2.2 先行研究  

公表されている文献に関しては，2011 年の洪水を調査

するためのいくつかのアプローチを精査した。Mark and 

Lebel（2016）文 2）は，タイの不完全な地方分権と行政の

断片化が，多中心的な災害ガバナンスに数多くの障壁を

もたらしたことを説明している。萩原ら(2014) 文 3）は，

主に日本企業の経験から得た経済被害の連鎖反応を説明

し，企業のビジネスを混乱させた問題点を指摘している。

同論文では，2011 年の洪水後の企業のリスク管理の変化

に着目し，全体として洪水対策が強化されたことを示し

ているが，ビジネスパートナーなどとの連携については

より検討する必要があることを指摘している。中須・岡

積・清水（2013）Okazumi and Nakasu（2015）文 4 , 5 ）は，

社会的背景の視点と企業の相互関係を通じて，経済的被

害の壊滅的な悪化を検討した。Nakasu（2017）文 6 ）は，

多くの日本企業がタイの潜在的リスク地域に移転した理

由を明らかにした。その理由は，タイ政府が推進する地

方分権政策による国の社会的要因と，プラザ合意（1985

年）やリーマンショック（2008 年）を契機とした円高が

日本企業の移転・進出を後押ししたという視点にある。

Haraguch and L. Upmanu (2015) 文 7）は，経済被害のき

っかけを明らかにするために，企業の意思決定プロセス

を重視した。玉田ら（2013）文 8）は，主に経済的，政治

的，水文学的，技術的な観点から，様々な著者とともに

このテーマにアプローチした。同書では，2011 年の洪水

の複雑さを明らかにし，災害前の地域住民のライフスタ

イルの変化，地域内の工業団地の設立，政府機関の対立，

ダムの運用の影響，想定外の降雨，民間企業の反応など，

人間の介入が災害にどのような影響を与えるかを概観し

ている。Singkran（2017）文 9）は，防災の観点から 2011

年の洪水をレビューし，効果的な防災のためには，より

多くの非構造的な対策と関係者の参加型協働が必要であ

ると強調している。したがって，産業的，政治的，さら

には，社会的な観点から調査した研究成果はあるが，地

域に根差したよりタイ政府及び社会並びにステークホル

ダーに対して実行性のある政策提言型の研究は，まだ十

分になされているとは言えない。 

次に最小行政単位における災害対応能力（キャパシテ

ィ）に関する先行研究についてである。災害対応能力は，

暴露（エクスポージャー）や脆弱性（ヴァルナラビリテ

ィ）などの他の要因と比較して，より変化しやすく，人

間中心であり，政府の対応に影響されやすく，タイムリ

ーに測定すべき側面があると考えることができる。対象

となるコミュニティは，2011 年の洪水で深刻な経験をし

ているため，本稿では以下の文献を参照して調査を行っ

た。例えば，Lindell M K and Prater CS (2003) 文 10）

は，自然災害のコミュニティへの影響を調べるための評

価方法を述べている。Lee, D. W. (2019)は，過去の災害

経験の影響を受けたコミュニティの回復力の中で，地方

政府の能力の不平等を強調している（Lee, 2019）文 11）。

また，災害の頻度や規模は，災害対応能力に影響を与え

るとした。A. Jamshed et al.(2019)は，脆弱性と災害対
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応能力の関連性を研究した(Jamshed, et al., 2019) 文 12）。

Albright and Crow (2019) 文 13）は，コミュニティが過去

の洪水の大災害から学び，将来の洪水の脆弱性を減らす

ために地方政府の政策を調整する方法と理由を調査して

いる。以上から，災害対応能力は，上述のように社会的

ネットワークや過去の経験，その他の変化する要因に影

響されるため，統計データではうまく測定できない傾向

がある。このような事実に基づき，準地区レベルでの災

害対応能力調査は，主に質問紙によるインタビュー調査

によって行った。また，災害対応能力自己評価調査を開

始する前に，地域の災害対応能力の詳細を示す既存の文

献や実践報告書を収集・分析した。特に，災害対応能力

評価調査が実践されている日本と米国の手法に着目して

調査を行った（近畿市長会,2005）文 14）（三重県,2004）文

15）（消防庁,2003）文 16）（FEMA,2021）文 17）。調査の結果，

評価基準は主に，台風の多い国でコミュニティの能力を

測定する最初の国際的な実用的な取り組みである WMO 及

び UNESCAP が支援している台風委員会によるプロジェク

トを FDPI（Flood Disaster Preparedness Indices）を

基本的な参考文献とした（Nakasu et al,2012）文 18）。作

成した評価基準は以下の通りである。 

 

表 2-1 評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 地区（アンプ―）レベルにおける災害前後の社会的

脆弱性の特定と変化へのアプローチ 

 

図 2-1 アユタヤ県（地区レベル） 

 

2.3.1SVI-ICA 構築の背景 

図 2-1 は，工業団地における社会的脆弱性指標（Social 

Vulnerability Index for Industrial Complex Area: 

SVI-ICA）を作成するための，アユタヤ県内の１６地区を

示している。前述したように，Marks and Lebel (2016) 文

19）， Okazumi and Nakasu (2015) 文 5），玉田ら編 (2013) 

文 8）は，工業団地エリアの社会政治的背景を調査してい

る。なかでも，Nakasu (2017) 文 20）は，多くの日本企業

が移転した理由を探った。2019 年 3 月に実施したアユタ

ヤの副知事へのインタビューによると，2011 年の災害後

に政府が行った現在の重要な戦略的対策として,工業地

帯は主にアユタヤの東側を，堤防で守り，アユタヤの西

側の主に農業地域を，農地をダムのように水を保持する

ための貯水池として利用することが、報告された。しか

しながら，地域の持続可能性のためには，より長期的，

実践的なソフト対策が必要である。本研究では，以上の

点を認識した上で，まずはマクロ的視点から，アユタヤ

県における地区レベルにおける社会的脆弱性を検討した。  

 

2.3.2 曝露，感受性，能力（エクスポージャー，サセプ

タビリティ，キャパシティ） 

自然災害に対する地区の社会的脆弱性を特定するた

めに，PAR モデル（Pressure and Release Model）（Wisner 

et al.2004）文 21）を参照した後，暴露，感受性，災害対

応能力という 3 つのカテゴリーを作成し，地区の社会的

脆弱性を評価するための変数を特定した。これらの変数

は，入手可能なデータの制限の範囲内で決定された。暴

露指数の設定には，人口と工場面積の密度が用いられた。

子供の人口密度，高齢者の人口密度，世帯収入の貧困，

障害者の人口密度，タイ以外の移民労働者の人口密度は，

感受性を計算する際に考慮された。災害対応能力には，

No 指標 構成下位指標 質問紙番号 
1 ハード（物

理的インフ
ラ）対策 

学校・保健施設の安全点検、堤
防建設の有無、排水施設の建設
計画、排水施設の管理組織など 

16,33,34,35,36,37 
38,39,40,41 
 

2 水害軽減計
画・基準  

予算、防災計画の整合性、過去
の記録、土地利用・開発の制
限、建築基準・法律または指針
など 

5,8,9,13,15,17,18 

3 洪水災害軽
減システム 

行政官の教育・訓練、効果的な
技術の枠組み、生活物資の備
蓄、不法入植者への対応策など 

10,12,14,32,50.56,66 

4 避難計画お
よびシステ
ム 

緊急連絡計画、避難シェルタ
ー、シェルターの容量など 

52,57,58,59,60,61,62 
63,64,65 
 

5 緊急時およ
び復旧時の
計画とシス
テム 

災害管理担当者の責任、災害管
理計画の手順、疾病管理計画な
ど 

45,46,51,67,68,69,70 
73,74,75,76,77 

6 リーダーシ
ップと組織
間の連携 

コミュニティリーダーの防災に
対する考え方、防災に関する主
な方針、公的機関・住民・NPO
の関係など 

6,7,30,31,42,43,44 
71,72 

7 地域住民へ
の情報提
供・教育 

地域住民の教育・訓練 洪水ハザ
ードマップ、学校教育、情報ツ
ールなど 

11,19,20,21,22,47,48 
49,53,54,55 

8 地域力 隣人との関係、地域活動への参
加、助け合いの文化など 

23,24,25,26,27,28,29 
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及び詳細に調べた。具体的には，マクロレベルでは，ア

ユタヤ県関係者へのインタビューや統計データの調査を

行い，地区レベルにおける社会的脆弱性の指標を設定し

て，工業団地地域の持続可能な将来を検討した。特に，

2011 年の災害前後における対象地域の脆弱性の変化に

焦点を当てた。メソ，ミクロレベルでは，準地区レベル

以下の行政単位に対して，フィールド調査を中心に行っ

た。特に地域の持続可能性の強化を目的とし，災害対応

能力の評価調査，社会的脆弱性及びリスク情報の収集と

可視化，さらには，災害経験の収集に注力した。 

 

2.2 先行研究  

公表されている文献に関しては，2011 年の洪水を調査

するためのいくつかのアプローチを精査した。Mark and 

Lebel（2016）文 2）は，タイの不完全な地方分権と行政の

断片化が，多中心的な災害ガバナンスに数多くの障壁を

もたらしたことを説明している。萩原ら(2014) 文 3）は，

主に日本企業の経験から得た経済被害の連鎖反応を説明

し，企業のビジネスを混乱させた問題点を指摘している。

同論文では，2011 年の洪水後の企業のリスク管理の変化

に着目し，全体として洪水対策が強化されたことを示し

ているが，ビジネスパートナーなどとの連携については

より検討する必要があることを指摘している。中須・岡

積・清水（2013）Okazumi and Nakasu（2015）文 4 , 5 ）は，

社会的背景の視点と企業の相互関係を通じて，経済的被

害の壊滅的な悪化を検討した。Nakasu（2017）文 6 ）は，

多くの日本企業がタイの潜在的リスク地域に移転した理

由を明らかにした。その理由は，タイ政府が推進する地

方分権政策による国の社会的要因と，プラザ合意（1985

年）やリーマンショック（2008 年）を契機とした円高が

日本企業の移転・進出を後押ししたという視点にある。

Haraguch and L. Upmanu (2015) 文 7）は，経済被害のき

っかけを明らかにするために，企業の意思決定プロセス

を重視した。玉田ら（2013）文 8）は，主に経済的，政治

的，水文学的，技術的な観点から，様々な著者とともに

このテーマにアプローチした。同書では，2011 年の洪水

の複雑さを明らかにし，災害前の地域住民のライフスタ

イルの変化，地域内の工業団地の設立，政府機関の対立，

ダムの運用の影響，想定外の降雨，民間企業の反応など，

人間の介入が災害にどのような影響を与えるかを概観し

ている。Singkran（2017）文 9）は，防災の観点から 2011

年の洪水をレビューし，効果的な防災のためには，より

多くの非構造的な対策と関係者の参加型協働が必要であ

ると強調している。したがって，産業的，政治的，さら

には，社会的な観点から調査した研究成果はあるが，地

域に根差したよりタイ政府及び社会並びにステークホル

ダーに対して実行性のある政策提言型の研究は，まだ十

分になされているとは言えない。 

次に最小行政単位における災害対応能力（キャパシテ

ィ）に関する先行研究についてである。災害対応能力は，

暴露（エクスポージャー）や脆弱性（ヴァルナラビリテ

ィ）などの他の要因と比較して，より変化しやすく，人

間中心であり，政府の対応に影響されやすく，タイムリ

ーに測定すべき側面があると考えることができる。対象

となるコミュニティは，2011 年の洪水で深刻な経験をし

ているため，本稿では以下の文献を参照して調査を行っ

た。例えば，Lindell M K and Prater CS (2003) 文 10）

は，自然災害のコミュニティへの影響を調べるための評

価方法を述べている。Lee, D. W. (2019)は，過去の災害

経験の影響を受けたコミュニティの回復力の中で，地方

政府の能力の不平等を強調している（Lee, 2019）文 11）。

また，災害の頻度や規模は，災害対応能力に影響を与え

るとした。A. Jamshed et al.(2019)は，脆弱性と災害対
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応能力の関連性を研究した(Jamshed, et al., 2019) 文 12）。

Albright and Crow (2019) 文 13）は，コミュニティが過去

の洪水の大災害から学び，将来の洪水の脆弱性を減らす

ために地方政府の政策を調整する方法と理由を調査して

いる。以上から，災害対応能力は，上述のように社会的

ネットワークや過去の経験，その他の変化する要因に影

響されるため，統計データではうまく測定できない傾向

がある。このような事実に基づき，準地区レベルでの災

害対応能力調査は，主に質問紙によるインタビュー調査

によって行った。また，災害対応能力自己評価調査を開

始する前に，地域の災害対応能力の詳細を示す既存の文

献や実践報告書を収集・分析した。特に，災害対応能力

評価調査が実践されている日本と米国の手法に着目して

調査を行った（近畿市長会,2005）文 14）（三重県,2004）文

15）（消防庁,2003）文 16）（FEMA,2021）文 17）。調査の結果，

評価基準は主に，台風の多い国でコミュニティの能力を

測定する最初の国際的な実用的な取り組みである WMO 及

び UNESCAP が支援している台風委員会によるプロジェク

トを FDPI（Flood Disaster Preparedness Indices）を

基本的な参考文献とした（Nakasu et al,2012）文 18）。作

成した評価基準は以下の通りである。 

 

表 2-1 評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 地区（アンプ―）レベルにおける災害前後の社会的

脆弱性の特定と変化へのアプローチ 

 

図 2-1 アユタヤ県（地区レベル） 

 

2.3.1SVI-ICA 構築の背景 

図 2-1 は，工業団地における社会的脆弱性指標（Social 

Vulnerability Index for Industrial Complex Area: 

SVI-ICA）を作成するための，アユタヤ県内の１６地区を

示している。前述したように，Marks and Lebel (2016) 文

19）， Okazumi and Nakasu (2015) 文 5），玉田ら編 (2013) 

文 8）は，工業団地エリアの社会政治的背景を調査してい

る。なかでも，Nakasu (2017) 文 20）は，多くの日本企業

が移転した理由を探った。2019 年 3 月に実施したアユタ

ヤの副知事へのインタビューによると，2011 年の災害後

に政府が行った現在の重要な戦略的対策として,工業地

帯は主にアユタヤの東側を，堤防で守り，アユタヤの西

側の主に農業地域を，農地をダムのように水を保持する

ための貯水池として利用することが、報告された。しか

しながら，地域の持続可能性のためには，より長期的，

実践的なソフト対策が必要である。本研究では，以上の

点を認識した上で，まずはマクロ的視点から，アユタヤ

県における地区レベルにおける社会的脆弱性を検討した。  

 

2.3.2 曝露，感受性，能力（エクスポージャー，サセプ

タビリティ，キャパシティ） 

自然災害に対する地区の社会的脆弱性を特定するた

めに，PAR モデル（Pressure and Release Model）（Wisner 

et al.2004）文 21）を参照した後，暴露，感受性，災害対

応能力という 3 つのカテゴリーを作成し，地区の社会的

脆弱性を評価するための変数を特定した。これらの変数

は，入手可能なデータの制限の範囲内で決定された。暴

露指数の設定には，人口と工場面積の密度が用いられた。

子供の人口密度，高齢者の人口密度，世帯収入の貧困，

障害者の人口密度，タイ以外の移民労働者の人口密度は，

感受性を計算する際に考慮された。災害対応能力には，

No 指標 構成下位指標 質問紙番号 
1 ハード（物

理的インフ
ラ）対策 

学校・保健施設の安全点検、堤
防建設の有無、排水施設の建設
計画、排水施設の管理組織など 

16,33,34,35,36,37 
38,39,40,41 
 

2 水害軽減計
画・基準  

予算、防災計画の整合性、過去
の記録、土地利用・開発の制
限、建築基準・法律または指針
など 

5,8,9,13,15,17,18 

3 洪水災害軽
減システム 

行政官の教育・訓練、効果的な
技術の枠組み、生活物資の備
蓄、不法入植者への対応策など 

10,12,14,32,50.56,66 

4 避難計画お
よびシステ
ム 

緊急連絡計画、避難シェルタ
ー、シェルターの容量など 

52,57,58,59,60,61,62 
63,64,65 
 

5 緊急時およ
び復旧時の
計画とシス
テム 

災害管理担当者の責任、災害管
理計画の手順、疾病管理計画な
ど 

45,46,51,67,68,69,70 
73,74,75,76,77 

6 リーダーシ
ップと組織
間の連携 

コミュニティリーダーの防災に
対する考え方、防災に関する主
な方針、公的機関・住民・NPO
の関係など 

6,7,30,31,42,43,44 
71,72 

7 地域住民へ
の情報提
供・教育 

地域住民の教育・訓練 洪水ハザ
ードマップ、学校教育、情報ツ
ールなど 

11,19,20,21,22,47,48 
49,53,54,55 

8 地域力 隣人との関係、地域活動への参
加、助け合いの文化など 

23,24,25,26,27,28,29 
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道路密度，ボランティア人口密度，学校教師人口密度を

用いた。まずは，最も更新されたデータが共通に揃う

2018 年のデータを用いて分析した。 

 

2.3.3SVI-ICA の策定 

工業団地における社会的脆弱性指標（SVI-ICA）を作

成するために，まず，アユタヤ県での現地調査，アユタ

ヤの政府機関や地元の大学への訪問など，データ収集を

行った。その後，SVI-ICA を構築するために使用する変

数について吟味し，暴露，感受性，災害対応能力の各指

標を作成した。各指標，選択された理由と方法論は，de 

Brito, M. M.et al. (2018) 文 22）, di Girasole, E. G., 

and Cannatella, D. (2017) 文 23），Fatemi, F. et al. 

(2017) 文 24），Fekete, A. (2019) 文 25） などの豊富な最近

の文献を参照した。 特に，本研究では，Birkman（2013）

文 26） と Morimoto（2019）文 27）を参照して，言及されて

いる PAR モデル（Wisner et al.，2004）文 24）を用いた

MOVE フレームワークを適用し，人口動態の観点から考察

している。算出式は，以下の式（1）と式（2）に示すよ

うに，国連開発計画（UNDP）が開発した人間開発指数の

方法を適用した(Annand,S.and Sen,A.,1994)文 28）。 

LLNN((xx))--LLNN((MMiinn((xx))))  //  LLNN((MMaaxx((xx))))  --  LLNN((MMiinn((xx))))    

式式((11))  ((曝曝露露とと感感受受性性ににつついいてて))    

  

LLNN((MMaaxx((xx))))--LLNN((xx))  //  LLNN((MMaaxx((xx))))--LLNN((MMiinn((xx))))  

式式  ((22))  ((災災害害対対応応能能力力ににつついいてて))  

LLNN：：自自然然対対数数                                                                                                                                                                                                                            

本研究では，各成分を単に組み合わせて SVI-ICA を構築

するのではなく，主成分分析を用いている。主成分分析

では，暴露，感受性，災害対応能力に関するすべての変

数を用いて計算した。その結果，第 1 主成分は「自然災

害に対する抵抗力」（45％），第 2 主成分は「自然災害に

対する感受性」（25％），第 3 主成分は「自然災害への曝

露」（18％）と解釈された。各成分の相対比の重みを係数

として用いている。SVI-ICA の設定式は，式（3）である。 

 

SSVVII--IICCAA  ==  --  00..4455**RReess  ++  00..2233**SSuuss  ++  00..1188**EExxpp  EEqq..  ((33))  

                            PPCC11：：自自然然災災害害へへのの抵抵抗抗力力((RReess))  

                                PPCC22：：自自然然災災害害にに対対すするる感感受受性性((SSuuss))  

                  PPCC33：：自自然然災災害害へへのの曝曝露露((EExxpp))                                                                                                                                                    

 

なお，ここで示した地区レベルでの SVI 暫定版を国際会

議のプロシーディングとして発表している(Nakasu et 

al., 2019) 文 29）が，本研究では，この調査の経験を踏ま

えて，次のよりレベルの低い行政単位の社会的脆弱性の

把握を行い統合することに焦点を置いた。 

 

 

2.4 準地区（タンボン）レベルにおける災害対応能力へ

のアプローチ 

本研究では，ハザード情報との連携を考え，ロジャナ

工業団地周辺 2km に絞って，1）災害対応能力調査，2）

社会的脆弱性及びリスク情報の特定，3）重要施設の特定

及び，各災害経験の収集を行った。以下，ターゲット及

び各項目について述べる。 

 

2.4.1 ターゲット地域 

本研究では，コミュニティを「最小の行政単位におけ

る生活者とその共有資産」と定義し，後者をコミュニテ

ィとした。最小行政単位とは，人員と予算を有する最小

の行政組織であり，その組織内の住民，個人，公共の資

産をコミュニティとみなす。この定義に基づき，本研究

ではタイの準地区（タンボン）をコミュニティとした。

以上をもとに，ロジャナ工業団地周囲 2Km 及びそのカバ

ーする図 2-2 で示した 4 準地区（カーンハム，タヌー，

ノンナムソム，バーンチャン）をターゲット地域とした。 

 

図 2-2 ターゲット 4 準地区 

 

2.4.2 災害対応能力（キャパシティ） 

災害対応能力（キャパシティ）は，「災害リスクを管

理・軽減し，レジリエンスを強化するために，組織，コ

ミュニティ，社会の中で利用できるすべての強み，属性，

資源の組み合わせ」と定義されている。「災害対応能力に

は，インフラ，制度，人間の知識やスキル，社会的関係

やリーダーシップ，マネジメントなどの集団的属性が含

まれることがある」(UNDRR, 2021) 文 30）。 さらに，災害

対応能力とは，「人々，組織，システムが，利用可能なス

キルと資源を用いて，不利な状況，リスク，災害を管理

する能力とする。災害対応能力には，平常時だけでなく，

災害時や悪条件の時にも，継続的な意識，資源，優れた

管理が必要である。災害対応能力は，災害リスクの軽減

に貢献する」(UNDRR, 2021) 文 30）。 災害対応能力評価（キ

ャパシティアセスメント）とは，「グループ，組織，社会

の能力を望ましい目標に照らして検討し，既存の能力を

維持または強化するために特定し，能力のギャップを特

定してさらなる対策を講じるプロセス」(UNDRR, 2021) 文
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30）である。本研究では以上の定義に従った。 

 

2.4.3 災害対応能力評価の評価方法 

指標と準指標に基づいて作成された各質問は，地域の

防災能力の観点から検討されたものである。指標は，地

方自治体や関連団体に所属する専門家の助言を得て，タ

イの地域社会に合わせて作成している。具体的には，各

指標項目と下位指標を整理し，地域社会に適していない

ものは省略し，重み付けを行った。計算式は，＜主要指

標スコア＝1（基本点）＋Σ（各詳細指標スコア（0～1）

×各詳細指標の係数）＞で，各主要指標のスコアが高い

ほど高能力を意味している。なお，各主要指標の最小値

は 1，最大値は 10 である。これらの評価結果をレーダー

チャートで可視化することで，ボトルネックの抽出・確

認を容易にすることを目的としている。また，自己評価

はコミュニティのリーダーと一緒に行った。これは地域

社会への現状を理解する助けになるとともに，コミュニ

ティーリーダー自身，適切なアウトプットをする過程に

おいて，評価の意味を理解することができる。さらに，

コミュニティーリーダーは，自分たちの能力に対する意

識を高めることができる。指標，内容，計算方法等につ

いては、Nakasu et al.（2012）文 19）に詳細が示されて

いる。 

 

2.4.4 指標の最終決定と能力評価のための現地調査 

前述のように，FDPI に基づく指標と下位指標は，タイ

の現地事情に合わせて，専門家のコメントを受けながら，

慎重に再検討，再検証された。最終的に作成された質問

票は，付録として参照することができる。現地調査は，

対象となる準地区のリーダーに対して，トップダウン方

式で行われた。まず，内務省経由でアユタヤ県知事室と

協議し，地区長に連絡を取った。その後，地区長の協力

を得て，対象となる小地区のリーダーとの面談を実施し

た。調査期間は 2019 年 11 月から 2020 年 3 月まで，アユ

タヤで行った。対象となる 4 つの準地区（カーンハム，

タヌー，ノンナムソム，バーンチャン）の指導者やその

他のスタッフ，そしてその地域の 35 人の村長全員が調査

に参加した。コロナ禍による影響から状況に合わせて時

間をかけながら調査と分析を平行して行った。 

 

2.5 工業団地周辺地区における社会的脆弱性及びリスク

情報の特定と経験の収集  

本研究では，上記のようなコミュニティーリーダーへ

のアンケート調査を行う一方で，コミュニティの社会情

報を収集した。具体的には，脆弱性のあるグループやそ

の場所，脆弱性のあるグループが集中していた家やアパ

ート，特に 2011 年の洪水による被害が大きかった場所な

どのリスク情報を収集し，地図上でその場所を特定した。

また，これらの情報を得るだけでなく，地域のリーダー

にその経験や教訓を尋ねた。さらに，対象地域にある約

25 の重要施設に対しても災害対応に関する質問紙調査

及び 2011 年の災害体験の収集を行った。 
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3.1 アユタヤ県，地区（アンプ―）レベル 

本節では、地区レベルにおける社会的脆弱性評価の結

果を示す。表 3-1 は，暴露，感受性，災害対応能力，そ

して社会的脆弱性指標の算出結果を地図上に示したもの

である。 
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図 3-1 地区レベル各指標図 

 

表 3-1 で示した値をもとに上図の地図において色の濃

い地区ほど各指標がより強い傾向を示すように強さを可

視化した。 

暴露（Exposure）については，暴露度の高い地区はア

ユタヤ県の東側に多い傾向がある。その理由は，東側に

はサハ・ラッタナ・ナコーン，ロジャナ，ハイテク，バ

ンパイン，ファクトリーランド・ワンノイなどの工業団

地が存在するからである。西側は主に農地が多いため，

これらの地域の暴露指数は比較的低い値を示している。

アユタヤ県は，前述したように，この状況を 2011 年の洪

水の後の対策として考慮している。 

感受性（Susceptibility）は，アユタヤ県の各地区の

洪水による外力からの影響の受けやすさを示している。
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道路密度，ボランティア人口密度，学校教師人口密度を
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表 3-1 で示した値をもとに上図の地図において色の濃い

地区ほど各指標がより強い傾向を示すように強さを可視

化した。 

暴露（Exposure）については，暴露度の高い地区はア

ユタヤ県の東側に多い傾向がある。その理由は，東側に

はサハ・ラッタナ・ナコーン，ロジャナ，ハイテク，バ

ンパイン，ファクトリーランド・ワンノイなどの工業団

地が存在するからである。西側は主に農地が多いため，
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アユタヤ県は，前述したように，この状況を 2011 年の洪
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洪水による外力からの影響の受けやすさを示している。
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アユタヤ（Phra Nakhon Si Ayutthaya：PNSA)が最も影響

を受けやすいが，これは影響を受けやすい人々，子ども

や低所得者，が同地に集中しているためである。Bang 

Pahan は，首都や工業団地に近いことから，子ども，高

齢者，障害者，タイ人以外の移民労働者の割合が高く，2

番目に高い。サハ・ラッタナ・ナコーン工業団地を有す

るナコン・ルアンは，子供や高齢者の割合が低いため，

非常に低い。影響を受けやすい地区は，ナコン・ルアン

を除き，東側と中央部に集中している。 

災害対応能力（Capacity）について，PNSA は，ボラ

ンティアや教師の密度が高く，道路密度も高いため，最

も高い能力を持っている。一方，工場用地のあるワンノ

イ地区は，最も能力が低い。ロジャナ工業団地があるウ

タイ地区は，2 番目に低い。キャパシティの高い他の工

業団地と比較して，ワンノイ地区とウタイ地区の 2 つの

地区は，将来の災害対応能力に関して考慮する必要があ

る。 

 

3.1.2 アユタヤ県地区別 SVI-ICA 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 地区レベル SVI-ICA 

 

図 3-2 は表 3⁻1 の SVI-ICA の結果を地図上に表示したも

のである。前述の暴露、感受性、及び災害対応能力の各

指標と同様表 3-1 で示した値をもとに上図の地図におい

て色の濃い地区ほど各指標がより強い傾向を示すように

強さを可視化した。 

このデータを見ると，PNSA が最も脆弱であり，バンパ

ハンが 2 番目，ハイテクとバンパイン工業団地を持つバ

ンパインも非常に高い値を示している。一方で，バンサ

イ（1413）は最も社会的脆弱性が低い。その他の低脆弱

性の地区は，農業地域であることが多い。特に，サハ・

ラッタナ・ナコーン工業団地があるナコン・ルアンは非

常に低い社会的脆弱性を示している。 

 

 

 

3.2 準地区（タンボン）レベル 

 

図 3-3 準地区レベル調査結果の全体像（イメージ） 

 

3.2.1 災害対応能力 

 

 

図 3-4 災害対応能力評価 

 

4 準地区の災害対応能力評価について，結果を図 3-4

に示した。すべてのコミュニティのコミュニティ力指標

は高得点であるにもかかわらず，ハード面での対策や地

域住民への情報提供・教育などの指標は，ロジャナ工業

団地周辺コミュニティの西側と東側では得点に大きなギ

ャップがある。 

 

3.2.2 ギャップ分析 

 

図 3-5 ハード対策 
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した。これらの地区は，物理的な防御やシステムが非常

に不足しており，人口も少なく，農地を中心とした地域

となっている。インタビュー調査によると，将来の洪水

を考慮していない傾向があり，洪水より干ばつについて

重視していることが示された。東西の準地区に共通する

下位指標の傾向としては，すべての準地区で学校や保健
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タヌ― 交通機関が完全に立ち往生している地域があった。村人、特に年

配者は財産を心配して家の2階に留まろうとしていた。

ノンナムソム 低地にある村の人々は、助けや援助を求めるために深い水の中に

入っていった。

バーンチャン トイレがなく、動物があちこちにいた。お年寄りや体の不自由な

人たちは、地方の病院に移されました。交通の便が悪く、毒を

持った動物が出没した。
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雨情報，気象情報（IE2，IE6，IE8）は，東西で全く異な

る。ハード対策と同様、東側の準地区は西側に比べて非

常に低い得点であり，これは重要なハザード関連の科学

的情報が不足していることを意味している。東西のコミ

ュニティに共通する傾向の下位指標については，教育と

訓練，ツールと操作（IE1，IE4，IE9，IE10，IE11）が共

通の特徴として比較的高くなっている。 

 

3.3 工業団地周辺地域における社会的脆弱性情報及びリ

スク情報 

 

3.3.1 社会的脆弱性及びリスク情報の特定  

以下図 3-7 と表 3-2 にコミュニティーリーダー及び村

長らから得た社会的に脆弱なグループやリスクに関する

情報の一部を示した。現実には、合計約 120 箇所が特定

された。図 3-7 表 3-2 は、位置情報の例であり、表 3⁻3

は，インタビュー調査によって得られた災害経験の一部

である。 
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図 3-8 重要施設の位置(イメージ) 

 

抜粋された証言

カーンハム Khan Ham 工場の設備の多くが地域に浮かんでいて、家にぶつか

り、大きな被害を受けた。

タヌ― 交通機関が完全に立ち往生している地域があった。村人、特に年

配者は財産を心配して家の2階に留まろうとしていた。

ノンナムソム 低地にある村の人々は、助けや援助を求めるために深い水の中に

入っていった。

バーンチャン トイレがなく、動物があちこちにいた。お年寄りや体の不自由な

人たちは、地方の病院に移されました。交通の便が悪く、毒を

持った動物が出没した。
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高高齢齢者者のの居居住住区区

人人口口のの多多いい地地域域

州州立立病病院院-被被災災者者ののケケアア

チチョョルルププララタタンン・・カカナナルル
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障障害害者者がが多多くく住住むむ地地域域

川川のの近近くくののリリススククののああるる地地域域

障障害害者者やや高高齢齢者者がが多多いい地地域域
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図 3-6 教育・科学情報 
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表 3-4 重要施設における災害経験 

 

次に，図 3-8 で示すように対象地域であるロジャナ工

業団地から 2 キロ以内の 4 準地区で重要施設の位置を特

定した。そして，限られた資源のレベルとバランスを考

慮して，重要施設の総数である 65 件の中から 25 件の重

要施設を選んだ。図 3-8，表 3-4 は，調査対象となった

施設と代表者へのインタビューから得られた経験の記述

の一部である。なおタイ国における研究倫理上の問題か

ら重要施設の位置情報及びインタビュー内容については，

対象が特定できないようにした。 

 

4．分析及び考察 

4.1 2011 年の洪水災害前との比較 

利用可能なデータに制限があるため，地区レベルにお

いては，2011 年の災害前の曝露と感受性の指標について

のみその結果を利用することによって社会的脆弱性の変

化への考察をした。縦断的な視点での曝露比較の一環と

して，各地区の人口密度及び人口変化についても調べた。

また産業集積地の持続可能性という視点から工業団地内

の企業数の変化及びその地区の人口変化についても考察

した。 

 

4.1.1 暴露指標と人口密度 

表 4-1 に示すように，ウタイ(UThai)，ワンノイ(Wang 

Noi)，バンパイン(Bang Pa-in)などの工業団地・土地の

暴露指数（Exp.Index）と人口密度（Pop.Dens）が災害前

よりも高くなっている。特に，バンパイン地区の変化は

PNSA 地区よりも顕著である。一方，農業地域では，災害

前と比較して，地区指数や人口密度が低下またはマイナ

スになる傾向が見られる。 

表 4-1 地区別暴露指数と人口密度の変化 

4.1.2 暴露のギャップと変化 

工業団地がある地区とない地区では，洪水前後の暴露

の変化に統計的に有意な差が見られた（Wilcoxon Rank 

Sum Test value (w)=48, p=0.004<0.05）。注目すべきは，

工業団地を持たないパックハイ(Phak Hai)，タルア（Tha 

Ruea），バンパハン（Bang Pahan），バンプレーク（Ban 

Phraek），パチ（Phachi）の 5 つの地区で，暴露指数がマ

イナスに変化していることである。これは，人口や産業

が減少していることを意味している。一方，バンパイン

は，2 つの工業団地を持ち，かなりの人口密度がある唯

一の地区であり，暴露指数も大きく増加している。 持続

可能な開発を考える上で，これらの暴露の変化は，洪水

による影響と同時に，産業の格差が拡大していることを

示していることもわかり，より総合的な側面から考えて

いく必要性を示している。感受性については，工業団地

のある地区とない地区の間に統計的に有意な差は見られ

ないが（w=37, p=0.06>0.05），バンパイン,バンバン(Bang 

Ban), ワンノイは 2011 年の災害後により洪水の影響を

受けやすくなっている。これらの地区では，特に，災害

後に高齢者や子供の割合が高くなっている。このような

変化は，持続可能な開発のために，災害に対処するため

の災害対応能力の向上を必要とする。SVI-ICA について

は，2018 年のデータによれば工業団地のある地区とない

地区の間に統計的に有意な差がないことが明らかになっ

た（w=22, p=0.86>0.05）。また，PNSA が最も高く，バン

パハンやタルアなどの工業団地のないアユタヤ東側が 2

番目，3 番目に高い地区であることがわかった。2 つの工

業団地があるバンパイン地区は 4 番目に高い地区である。

これらの SVI-ICA の数値と，上記で示した暴露や感受性

の変化から，PNSA，工業団地のない県東側の地区，及び

バンパイン地区は，他の地域よりも災害対策に力を入れ

る必要があると考えられる。先述したように，本研究で

は，入手可能なデータの制限により，災害対応能力の変

化を測定することができなかったが，以上のような考察

が可能となった。 

 

4.1.3 人口変化と工業団地内企業 

表 4-2 地区別人口変化 
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ターゲットであるロジャナ工業団地内の入居企業数

は，2010 年：213，2011 年：213，2012 年：206，2013

年：206，2014 年：212，2015 年：213，2016 年：213，

2017 年：214，2018 年：215 のように変化しており，2011

年洪水後の 2 年間減少したのみで，その後は漸増傾向に

ある。また，ウタイ地区の人口についても全国平均に比

べて増加傾向にある。さらには、2 工業団地を有するバ

ンパイン地区については急激な人口増加が見られる。こ

のことは，少なくとも 2 地区の産業集積地は，洪水の影

響によらず、人口を惹きつけるとともに労働者もまた企

業を惹きつけている現実を示している。 

 

4.2 災害対応能力 

本研究によって，社会的背景に基づき，工業団地の西

側と東側の準地区の結果は大きなギャップがあることが

わかった。特に，ハード面での対策と情報・教育面での

ギャップが明らかになった。例えば，タイの中部地域で

は，洪水は農家にとって恵みの雨と考えられているが，

それは，洪水が肥沃な土壌を運んでくれるからである。

地元の人々はこれまで洪水と調和的に暮らしてきた（玉

田ら編,2013）文 8）（Nakasu,2017）文 6）。この地域に工業

団地が設立されたとき，対象となる工業団地の西側準地

区が主となって工業団地周辺の準地区は都市化された。

彼らは全体的に洪水に対する意識は高い。一方，農地中

心の東側準地区は洪水に備えない傾向にあり，代わりに

干ばつに懸念を示している。また，地理的・地形的な位

置関係も非常に重要で，準地区の一部は少し標高が高く，

洪水をあまり気にしない傾向がある。共通点については，

西側準地区が都市化したとしても，すべての準地区が強

い連帯感を維持していることである。以上のように，調

査結果を詳細に分析すると，対象地域の災害リスクを深

く理解することができる。また，災害対応能力測定はコ

ミュニティの災害に対する意識向上に資する。調査結果

は，工業団地周辺の異なった社会的背景を持つ地域コミ

ュニティの能力の強さと弱さを明らかにし，この過程・

結果を利用して，定期的にコミュニティーリーダーと対

話をしながら洪水災害に対処する能力を強化することが

できる。 

 

5．課題と対応 

本研究では，主に三つの課題に直面した。第一はデー

タ収集，第二は自己能力評価の調査項目，第三はコロナ

禍による影響である。以下は，その三つの課題と，それ

に対する取り組みである。第一の課題については、デー

タの入手には困難があり，政府のウェブサイトからのデ

ータは入手できないか，アクセスできない。一部のデー

タは非常に機密性が高いと考えられ，公の場で共有する

ことはできない。以上から指標の形で脆弱性の変化を示

すことはできなかった。これらの限界を踏まえて，本研

究では，マクロレベルでは人口等利用可能なデータから

社会的脆弱性の変化を推測し，メソ，ミクロレベルから

は，災害対応能力と社会的脆弱性を定性的に可視化する

ことを試みた。第二の課題は，災害対応能力評価調査の

質問数が多いこと，地方自治体によって優先順位や権限

が異なること，準地区のリーダーが自分の地域内の活動

に必ずしも精通していないこと，などである。そのため，

内務省の防災局（DDPM）スタッフの助言を得て，質問項

目を現地の状況に合わせて調整した。また，インタビュ

ー調査については，DDPM アユタヤ事務所のスタッフに相

談した。第三の課題については，対面のインタビューが

出来ない，外出制限等の時期があるなか，先述したよう

にインタビュー調査期間を 1 年以上とり，できる限り分

散したことである。同時並行で，可能なインタビュー結

果の分析や考察その他の作業を行った。インタビューの

実施については，所属部署長からのオフィシャルレター

とともに，内務省防災局（DDPM），アユタヤ知事事務所，

地区長，準地区リーダー，村長というようにトップダウ

ンで紹介を得ながら，オンラインも最大限活用し実施し

た。以上により，調査活動が研究期間全体とオーバーラ

ップするような形となったが，十分な調査結果が得られ

た。 

 

6．結論及び政策提言 

6.1 主な貢献と提言 

本研究では，工業団地を 2 つ持つバンパイン地区は，

災害後に社会的脆弱性が高まり，被害を受けやすい傾向

にあることを明らかにした。工業団地のある地区とない

地区の間に大きな格差は見られなかったが，工業団地の

ない人口や産業が減少する傾向にある農地主体のアユタ

ヤ県西部の災害対策も検討すべきである。これにより、

まず、災害リスクは，降水量や地形などのハザードと，

防潮堤などのハード面での対策だけでなく，社会の変化

に伴う社会的な脆弱性についても検討する必要があるこ

とを述べてきた。次に水災害を効果的に軽減するための

災害対応能力評価の背景については，災害リスク管理の

各段階において，ハード・ソフト両面からの対策を適切

に準備し，実施することが必要であるが，国家レベルで

の対応は困難である。そのため，災害は地域で起こるこ

とから，地域の能力を強化することが重要となる。この

ような状況下，洪水災害の多い地域では，標準化された

指標を用いた定期的な評価が効果的となり，これらの評

価は，能力向上のための取り組みを刺激し，地域の災害

管理の脆弱性と能力の理解にも貢献する。標準化された

質問形式の指標を用いて定期的に評価することで，コミ

ュニティは自分たちの災害対応能力を把握し，評価・監

視することができる。また，これらの自己評価は，降雨
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表 3-4 重要施設における災害経験 

 

次に，図 3-8 で示すように対象地域であるロジャナ工

業団地から 2 キロ以内の 4 準地区で重要施設の位置を特

定した。そして，限られた資源のレベルとバランスを考

慮して，重要施設の総数である 65 件の中から 25 件の重

要施設を選んだ。図 3-8，表 3-4 は，調査対象となった

施設と代表者へのインタビューから得られた経験の記述

の一部である。なおタイ国における研究倫理上の問題か

ら重要施設の位置情報及びインタビュー内容については，

対象が特定できないようにした。 

 

4．分析及び考察 

4.1 2011 年の洪水災害前との比較 

利用可能なデータに制限があるため，地区レベルにお

いては，2011 年の災害前の曝露と感受性の指標について

のみその結果を利用することによって社会的脆弱性の変

化への考察をした。縦断的な視点での曝露比較の一環と

して，各地区の人口密度及び人口変化についても調べた。

また産業集積地の持続可能性という視点から工業団地内

の企業数の変化及びその地区の人口変化についても考察

した。 

 

4.1.1 暴露指標と人口密度 

表 4-1 に示すように，ウタイ(UThai)，ワンノイ(Wang 

Noi)，バンパイン(Bang Pa-in)などの工業団地・土地の

暴露指数（Exp.Index）と人口密度（Pop.Dens）が災害前

よりも高くなっている。特に，バンパイン地区の変化は

PNSA 地区よりも顕著である。一方，農業地域では，災害

前と比較して，地区指数や人口密度が低下またはマイナ

スになる傾向が見られる。 

表 4-1 地区別暴露指数と人口密度の変化 

4.1.2 暴露のギャップと変化 

工業団地がある地区とない地区では，洪水前後の暴露

の変化に統計的に有意な差が見られた（Wilcoxon Rank 

Sum Test value (w)=48, p=0.004<0.05）。注目すべきは，

工業団地を持たないパックハイ(Phak Hai)，タルア（Tha 

Ruea），バンパハン（Bang Pahan），バンプレーク（Ban 

Phraek），パチ（Phachi）の 5 つの地区で，暴露指数がマ

イナスに変化していることである。これは，人口や産業

が減少していることを意味している。一方，バンパイン

は，2 つの工業団地を持ち，かなりの人口密度がある唯

一の地区であり，暴露指数も大きく増加している。 持続

可能な開発を考える上で，これらの暴露の変化は，洪水

による影響と同時に，産業の格差が拡大していることを

示していることもわかり，より総合的な側面から考えて

いく必要性を示している。感受性については，工業団地

のある地区とない地区の間に統計的に有意な差は見られ

ないが（w=37, p=0.06>0.05），バンパイン,バンバン(Bang 

Ban), ワンノイは 2011 年の災害後により洪水の影響を

受けやすくなっている。これらの地区では，特に，災害

後に高齢者や子供の割合が高くなっている。このような

変化は，持続可能な開発のために，災害に対処するため

の災害対応能力の向上を必要とする。SVI-ICA について

は，2018 年のデータによれば工業団地のある地区とない

地区の間に統計的に有意な差がないことが明らかになっ

た（w=22, p=0.86>0.05）。また，PNSA が最も高く，バン

パハンやタルアなどの工業団地のないアユタヤ東側が 2

番目，3 番目に高い地区であることがわかった。2 つの工

業団地があるバンパイン地区は 4 番目に高い地区である。

これらの SVI-ICA の数値と，上記で示した暴露や感受性

の変化から，PNSA，工業団地のない県東側の地区，及び

バンパイン地区は，他の地域よりも災害対策に力を入れ

る必要があると考えられる。先述したように，本研究で

は，入手可能なデータの制限により，災害対応能力の変

化を測定することができなかったが，以上のような考察

が可能となった。 

 

4.1.3 人口変化と工業団地内企業 

表 4-2 地区別人口変化 
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量，水位，地形条件などのハザードリスク情報への意識

とつながり，地図上の脆弱性やリスク，重要施設の情報

と組み合わせて効果的な災害対策の一助となる。そうす

れば，状況に応じて，自分の状態，どこに重点を置くべ

きか，防災のために何をすべきかをより明確に認識する

ことができることを示した。また，準地区のチーフや村

のリーダーから，経験や教訓，将来への備えなどの生の

声を集めたが、この取り組みは，災害対応能力アセスメ

ントを支えるものである。これらのデータは，準地区レ

ベルでのハザードマップや教育；訓練の基礎情報として

役立つ。ハザードマップは，脆弱なグループである高齢

者や移住労働者の位置や，主に保護すべき重要施設など，

地域の状況をハザード情報と重ねる合わせて詳細に把握

する一助となる。以上，SVI-ICA に加え，よりミクロな

視点からコミュニティでの災害対応能力評価の背景と必

要性の説明，対象コミュニティの能力の特定，ギャップ

の分析と調査，脆弱性とリスクの特定，重要施設の位置

の特定，洪水被害を受けた工業団地周辺のコミュニティ

の経験と教訓，将来への備えについて述べてきた。これ

らの情報は，統計データの入手が困難な地域において，

地域の詳細なリスクの可視化に貢献するものである。 

 

6.2 結語 持続可能な未来のために 

2011 年のチャオプラヤ川の洪水は，グローバル化した

経済活動の存在と，製造業の脆弱性を明らかにした。今

回の教訓は，世界情勢の変化に対応したリスク管理の必

要性である。また，国や地方自治体は，世界経済の動向

を把握するとともに，リスクに関する情報のニーズを把

握し，海外からのビジネスを誘致する際にそのような情

報を提供する必要がある。例えば，国や地方自治体がス

テークホルダーに対して，潜在的なリスクとそのリスク

への対処方法に関する情報を提供することが必要である。

また，国際的に標準化され，認知されたプロセスを用い

てリスクアセスメントを実施することが重要である。同

時に，企業には，どのような事業を行っているのか，地

域住民にとってどのようなリスクがあるのか，災害時に

地域住民のために何ができるのか，といったリスク情報

を開示する社会的責任がある。また，地方自治体やコミ

ュニティは，リスクを明確に理解するために，社会的な

脆弱性や関連する変化を知るべきであり，また，ハザー

ドリスクに応じた対策を立てるべきである。2011 年のチ

ャオプラヤ川の洪水は，グローバルな産業経済の変化の

中で，企業，地方自治体，政府のリスクマネジメントの

必要性を認めるきっかけとなった。（Singkran, T, 2017）

文 9）。変化に伴う潜在的なリスクを考慮した地域計画，企

業・地域・国の役割，リスク・リスク評価と情報開示，

さらには関連するステークホルダー間でのリスク情報の

共有などは，今後の地域の持続可能性とレジリエンスの

ために備えておくべき課題であり，認識しておく必要が

ある。住総研及び SATREPS プロジェクトは，これらの課

題に取り組むための第一歩であるが，より広範な見解が

求められている。 

本研究では，以上の認識のもとに実施した。災害に対

して脆弱であり，統計データの入手が困難である社会の

変化の激しい傾向にある途上国において，まず，統計デ

ータがある程度入手できるディストリクト（地区：市町）

レベルでは，産業集積地用の社会脆弱性指標を作成し，

その県のなかでの地区別の脆弱性とその変化を確認した。

この地区レベルの比較によって相対的な地域の社会脆弱

性とその変化をある程度明らかにした。次に解像度を上

げて，関連統計データがほぼ入手不可能なサブディスト

リクト（コミュニティや村：準地区）レベルにおいては，

コミュニティーリーダー及び防災担当者に対してインタ

ビューをおこない，災害対応能力及び社会的脆弱性やリ

スクに関する情報（及び洪水経験）について，位置情報

を含めて収集・分析した。さらに、実効性のある災害対

応能力の向上のため、地域（地区）が優先的に守るべき，

公的機関，学校，寺院，病院等（避難所等）の重要施設

に対しても同様に，位置情報を確定するとともに，災害

経験に関するインタビューを行い災害時の問題点を明ら

かにした。これらの具体的な活用例としては，例えば，

洪水前，浸水予測が GIS 上に反映され，地域のリーダー

はボランティアに指示して，高齢者やその他の災害に弱

い立場の住民を，より安全なルートを経由して浸水リス

クない避難所に迅速に避難させることができる。また，

平常時においても，地域（地区）のハザードマップとし

てのみならず，前述した災害経験は，教育・訓練用の資

料や災害シナリオ作成等様々な利活用が可能になる。さ

らには、現在コミュニティが災害対応において不足して

いる要素について，その対策について政府機関（防災局）

と議論している。このように本研究では，県レベルの社

会的脆弱性とその変化に関する分析及び評価，コミュニ

ティレベルの災害対応能力及び社会的脆弱性の特定，及

びそれらを可視化する道筋，さらには，その活用法を示

した。これらの過程は，タイ内外の他地域へ適応可能で

ある。現在，本研究による結果により次のターゲット地

域として選定したアユタヤ県バンパイン地区の工業団地

周辺コミュニティに対して本研究を研究過程のモデルと

して，調査を開始したところである。 

以上のように、本研究テーマを，本プロジェクトのみ

で終わらせず，研究自体を持続可能な形にし，タイ政府

及びタイ地域社会に還元する仕事を引き続き発展させ，

さらには、アジアの国々等の産業集積地に対しても有効

性のある研究成果を出し，広く産業集積地における持続

可能な地域社会の構築に貢献していきたい。 
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量，水位，地形条件などのハザードリスク情報への意識

とつながり，地図上の脆弱性やリスク，重要施設の情報

と組み合わせて効果的な災害対策の一助となる。そうす

れば，状況に応じて，自分の状態，どこに重点を置くべ

きか，防災のために何をすべきかをより明確に認識する

ことができることを示した。また，準地区のチーフや村

のリーダーから，経験や教訓，将来への備えなどの生の

声を集めたが、この取り組みは，災害対応能力アセスメ

ントを支えるものである。これらのデータは，準地区レ

ベルでのハザードマップや教育；訓練の基礎情報として

役立つ。ハザードマップは，脆弱なグループである高齢

者や移住労働者の位置や，主に保護すべき重要施設など，

地域の状況をハザード情報と重ねる合わせて詳細に把握

する一助となる。以上，SVI-ICA に加え，よりミクロな

視点からコミュニティでの災害対応能力評価の背景と必

要性の説明，対象コミュニティの能力の特定，ギャップ

の分析と調査，脆弱性とリスクの特定，重要施設の位置

の特定，洪水被害を受けた工業団地周辺のコミュニティ

の経験と教訓，将来への備えについて述べてきた。これ

らの情報は，統計データの入手が困難な地域において，

地域の詳細なリスクの可視化に貢献するものである。 

 

6.2 結語 持続可能な未来のために 

2011 年のチャオプラヤ川の洪水は，グローバル化した

経済活動の存在と，製造業の脆弱性を明らかにした。今

回の教訓は，世界情勢の変化に対応したリスク管理の必

要性である。また，国や地方自治体は，世界経済の動向

を把握するとともに，リスクに関する情報のニーズを把

握し，海外からのビジネスを誘致する際にそのような情

報を提供する必要がある。例えば，国や地方自治体がス

テークホルダーに対して，潜在的なリスクとそのリスク

への対処方法に関する情報を提供することが必要である。

また，国際的に標準化され，認知されたプロセスを用い

てリスクアセスメントを実施することが重要である。同

時に，企業には，どのような事業を行っているのか，地

域住民にとってどのようなリスクがあるのか，災害時に

地域住民のために何ができるのか，といったリスク情報

を開示する社会的責任がある。また，地方自治体やコミ

ュニティは，リスクを明確に理解するために，社会的な

脆弱性や関連する変化を知るべきであり，また，ハザー

ドリスクに応じた対策を立てるべきである。2011 年のチ

ャオプラヤ川の洪水は，グローバルな産業経済の変化の

中で，企業，地方自治体，政府のリスクマネジメントの

必要性を認めるきっかけとなった。（Singkran, T, 2017）

文 9）。変化に伴う潜在的なリスクを考慮した地域計画，企

業・地域・国の役割，リスク・リスク評価と情報開示，

さらには関連するステークホルダー間でのリスク情報の

共有などは，今後の地域の持続可能性とレジリエンスの

ために備えておくべき課題であり，認識しておく必要が

ある。住総研及び SATREPS プロジェクトは，これらの課

題に取り組むための第一歩であるが，より広範な見解が

求められている。 

本研究では，以上の認識のもとに実施した。災害に対

して脆弱であり，統計データの入手が困難である社会の

変化の激しい傾向にある途上国において，まず，統計デ

ータがある程度入手できるディストリクト（地区：市町）

レベルでは，産業集積地用の社会脆弱性指標を作成し，

その県のなかでの地区別の脆弱性とその変化を確認した。

この地区レベルの比較によって相対的な地域の社会脆弱

性とその変化をある程度明らかにした。次に解像度を上

げて，関連統計データがほぼ入手不可能なサブディスト

リクト（コミュニティや村：準地区）レベルにおいては，

コミュニティーリーダー及び防災担当者に対してインタ

ビューをおこない，災害対応能力及び社会的脆弱性やリ

スクに関する情報（及び洪水経験）について，位置情報

を含めて収集・分析した。さらに、実効性のある災害対

応能力の向上のため、地域（地区）が優先的に守るべき，

公的機関，学校，寺院，病院等（避難所等）の重要施設

に対しても同様に，位置情報を確定するとともに，災害

経験に関するインタビューを行い災害時の問題点を明ら

かにした。これらの具体的な活用例としては，例えば，

洪水前，浸水予測が GIS 上に反映され，地域のリーダー

はボランティアに指示して，高齢者やその他の災害に弱

い立場の住民を，より安全なルートを経由して浸水リス

クない避難所に迅速に避難させることができる。また，

平常時においても，地域（地区）のハザードマップとし

てのみならず，前述した災害経験は，教育・訓練用の資

料や災害シナリオ作成等様々な利活用が可能になる。さ

らには、現在コミュニティが災害対応において不足して

いる要素について，その対策について政府機関（防災局）

と議論している。このように本研究では，県レベルの社

会的脆弱性とその変化に関する分析及び評価，コミュニ

ティレベルの災害対応能力及び社会的脆弱性の特定，及

びそれらを可視化する道筋，さらには，その活用法を示

した。これらの過程は，タイ内外の他地域へ適応可能で

ある。現在，本研究による結果により次のターゲット地

域として選定したアユタヤ県バンパイン地区の工業団地

周辺コミュニティに対して本研究を研究過程のモデルと

して，調査を開始したところである。 

以上のように、本研究テーマを，本プロジェクトのみ

で終わらせず，研究自体を持続可能な形にし，タイ政府

及びタイ地域社会に還元する仕事を引き続き発展させ，

さらには、アジアの国々等の産業集積地に対しても有効

性のある研究成果を出し，広く産業集積地における持続

可能な地域社会の構築に貢献していきたい。 
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